３月２日、自治労は公務員部長交渉を実施（2011春闘情報№５）
３月２日11時30分から、自治労は2011春闘推進のため、総務省公務員部長交渉を実施した。総務省からは佐々木公務員部長、植田公務員課長ほかが、自治労からは、岡本書記長、松本総合労働局長、西田法対労安局長、横山労働条件局長ほかが交渉に出席した。
　はじめに、岡本書記長から次の５点について、総務省側の見解を求めた。
１．給与決定の原則と国の関与について、自治体における賃金決定については、労使の自主交渉の結果を尊重すること。
　とくに、企業職員と技能労務職員の給与については、労使交渉と労働協約によって決定する権利を尊重すること。
２．集中改革プラン後の定員管理について、片山総務大臣は、年頭の記者会見において「集中改革プランという法的根拠のない仕組みを全国に強いてきたが、解除する。この間進めてきた集中改革プランにとらわれることなく、自治体では、業務と職員のバランスを自ら考え、定数管理などをやっていただきたい」と述べている。また、行き過ぎた人員削減により、新たな行政需要や業務量の増加に対応できない自治体も出てきている実態があることなどを踏まえ、「効率的な行政運営」という名のもとに一律に定数削減を求めることは、今後行わないこと。
３．高齢期雇用問題と定年延長について、自治体においても、国に遅れることなく定年延長が可能となるよう、われわれと必要な意見交換を行うこと。
４．臨時・非常勤等職員の処遇改善について、自治体における臨時・非常勤等職員の処遇改善と雇用安定をはかること。とくに、11月16日の衆議院総務委員会において、「自治体の特別職非常勤や臨時的任用についても、育休制度の対象とすべき」との質問に対し、片山総務大臣が「各自治体の実態に応じて、条例の中で措置できるもの」と答弁したことを踏まえ、自治体の臨時・非常勤等職員の勤務実態に応じて地方公務員の育児休業法が適用されるよう、措置すること。
　　また、地方自治法第203条の2を改正し、非常勤職員の諸手当支給制限に関する制度を見直すこと。
５．自立的労使関係制度の確立について、地方公務員の新たな自律的労使関係制度については、国と同時に開始されるよう、早急に具体的な制度設計の検討を行うこと。併せて、検討にあたっては、団体交渉と労使合意による賃金・労働条件決定を重視し、われわれとの十分な協議を行うこと。また、消防職員に対し、団結権を付与すること。
これに対して、総務省側は以下のとおり回答した。
１．地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨に則り、労使間の交渉もあるが、地域の実情を踏まえつつ、条例で定められるべきものである。地域主権改革を本格的に推進するためには、地方公共団体の行政運営に対する一層の国民あるいは住民の皆さんの理解と信頼を得ることが大変大事であると思っている。総務省としても地方公務員法の趣旨を踏まえ、真に必要と考えられるものについて、必要な助言を行ってまいりたい。
技能労務職員等の給与については、一般行政職の職員と異なり、人事委員会勧告の対象とはならず、労使交渉を経て労働協約を締結することができる。一方で、法律上も、職務の性格や内容を踏まえつつ、同一又は類似の職種に従事する民間従業者との均衡に配慮することが求められている。この点に関し、技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従事者と比べ高額となっているのではないかという批判もあったところである。各地方公共団体においては、このようなことを踏まえ、給与に関する情報の開示を進めながら、住民の理解と納得を得られるような適正な給与としていただくことが大変大事であると思っている。
２．定員管理に関しては、昨年度の定員管理研究会においても指摘をされているところであるが、各地方公共団体においては、部門ごとの課題とともに個別団体ごとの課題も多様になっており、地域の事情に応じて主体的に適正な定員管理に取り組んでいただくことが求められている。大変厳しい財政状況の中であるが、安全かつ良質な公共サービスを確実、効率的かつ適正に実施していくためにも、それぞれの地方公共団体において、自主的に改革に取り組んでいただくことが肝要であると思っている。
３．地方公務員の定年は、地方公務員法第28条の２第２項において、「国の職員につき定められている定年を基準として条例で定めるものとする。」とされている。国家公務員の定年については、国家公務員制度改革基本法第10条において、「政府は、職員が意欲と誇りを持って働くことを可能とするため」、また、「雇用と年金の接続の重要性に留意して」、講ずる３つの措置の一つとして、「定年を段階的に65歳に引き上げることについて検討する。」と規定されている。人事院は、昨年８月の人事院勧告時の報告において、定年延長に向けた制度見直しの骨格を示した後、12月に「高齢期雇用問題に関する検討状況の整理」を公表した。今後、関係各方面からの意見も踏まえてできるだけ早期に、定年延長に向けての制度見直しの素案を提示し、意見の申し出につなげていくとされている。地方公務員についても、雇用と年金の接続の重要性に留意しながら、国家公務員の検討の動向や地方自治体の関係者の意見を十分に踏まえた上で、対応を検討してまいりたいと思っている。
４．地方公共団体の臨時・非常勤職員の任用や処遇については、平成21年４月に通知を出し、その後も様々な機会をとらえて、通知の内容の周知に努めているところである。今般の改正育児休業法の施行に当たっては、改正法の成立後、今年４月１日の施行に向けて、関係人事院規則や条例の参考例などを送付し、地方公共団体に対して、条例改正のための情報提供を行ったところである。また、特別職非常勤職員については、その勤務条件等が各地方公共団体の裁量により要綱等で定められているところであり、今般の法改正の趣旨を踏まえた対応を検討していただくよう周知しているところである。総務省としては、今般の改正法が地方公共団体において円滑に施行、運用されるよう、引き続き機会を捉えて助言等を行ってまいりたいと考えている。
　手当について、地方自治法上、常勤の職員には、「給料」と「手当」を、非常勤の職員には、「報酬」と「費用弁償」をそれぞれ支給することとされているところである。これは、本来、非常勤職員が、任期を限って臨時的あるいは補助的業務に任用される性格であることを踏まえたものであり、「報酬」の水準自体は、各地方公共団体において、職務の内容と責任に応じ、適切に定めていただくべきものである。また、常勤職員と同様の本格的な業務に従事することができる仕組みとして、「任期付短時間勤務職員」制度を平成16年に創設している。この制度であれば、給料と手当の支給が可能となるものであり、さらに積極的な活用を促進してまいりたいと考えている。
５．国家公務員の自律的労使関係制度については、昨年末から「改革素案」などが示されており、国家公務員制度改革推進本部による意見募集が行われたところ。現在は、これらも踏まえて国家公務員制度改革推進本部において、具体的な制度設計が行われているところである。
　地方公務員の労使関係制度の在り方については、国家公務員制度改革基本法附則第２条において、「国家公務員の労使関係制度に係る措置に併せ、これと整合性をもって、検討する」とされているところである。検討に当たっては、国家公務員に係る関連法案の内容や地方公務員制度の特性等も踏まえつつ、地方公共団体の労使双方の関係者からも、節目節目で十分に意見を伺いながら、検討を進めていく必要があると考えている。
　消防職員の団結権のあり方については、消防職員の団結権のあり方に関する検討会において検討が行われ、昨年12月に報告書がとりまとめられたところである。報告書では、「消防職員の団結権に係る制度を具体化する場合には、一般行政職員の労働基本権に関する制度改正の内容を十分に踏まえた上で、併せて検討することが適当である」とされている。また、「団結権を回復するか否かについては、今後、政府において検討の上、最終的に決定されるべきもの」とされているところであり、消防職員の団結権の取扱いについても、一般の行政職員の労働基本権の在り方を踏まえ検討すべきものと考えている。
これに対して、自治労は以下のとおり総務省の見解を質した。
① 政府・与党において、国家公務員の総人件費2割削減措置の検討が続けられているところだが、地方公務員では、多くの自治体において、すでに大幅な人員削減が行われ、一般行政部門のみを取り出してみても、対1994年比で▲23万7千人以上（▲20％超）、2005年以降も毎年2万人を超える職員の削減が行われている。併せて、独自の給与削減措置がすでに行われてきたのが現実であり、総人件費という意味においても、国家公務員に先行してより厳しい状況に置き続けられてきた実態を重く受け止めるべき。したがって、国家公務員についての措置内容が決定された場合においても、人件費のさらなる削減について、自治体に対して国と同様の取り扱いを求めることのないよう、強く要請する。
② 定数削減によって、時間外勤務は増加している。さらに、あってはならないことであるが、サービス残業を余儀なくされている実態もある。また、メンタル疾患も増加傾向にある。時間外手当の完全支給とメンタルヘルス対策の強化は、一義的にはもちろん各自治体においてなされるべきであるが、総務省としても意識の啓発に努めるべきであり、また、自治体が実情に応じて定員を増加させた場合であっても、「指導」を行うようなことのないよう、重ねて要請する。
③ 臨時・非常勤等職員の処遇改善には、パート労働法の趣旨が適用されるように法整備を進めることも重要であり、積極的な検討を求める。年収200万円以下の給料で長期間雇用されている例も少なくないが、法に沿った運用を求めるだけではなく、しっかりと実態を見てもらいたい。
　　また、地方自治法により非常勤職員への手当支給は制限されているが、近年の裁判例を見ても、同法第203条の２に規定される非常勤職員か、第204条の常勤職員かは、個別の勤務時間や仕事の内容をよく見た上で判断されている。これらの情勢等も勘案し、より踏み込んだ法改正が検討されるべきである。
　また、以下の点についても重ねて要請した。
① 国からの助言は「真に必要なものについて行っている」というが、関与は可能な限り、限定的であるべきだ。
② 定年延長についての意見交換をしっかりやっていただきたい。
③ 労働基本権問題について、地方公務員の具体的な制度設計を早急に行っていただきたい。また、それに併せ、消防職員への団結権の付与を、確実に行ってもらいたい。
これに対して、総務省側は以下のとおり回答した。
① 地方公共団体においては、定員削減や給与削減措置を既に実施しているところも多いことは承知している。地方公務員の給与や定員は、地方公務員法等の趣旨を踏まえ、それぞれの地方公共団体において議会で十分議論して定められるべきものであると考えており、それぞれの地方公共団体において、引き続き、自主的に改革に取り組むことが必要と考えている。
② 地方公務員の勤務時間については、各地方公共団体において適切に把握し、管理されるべきものと思っている。正規の勤務時間を超えて勤務を命じられた時間に対しては、時間外勤務手当が支給されるべきものと考えている。
　メンタルヘルス対策等については、任命権者が労働安全衛生法の趣旨にのっとり、主体的に実施するものと考えている。総務省においても、かねてから、関係法令の周知や各種調査、会議等様々な機会を通じて、地方公共団体に対して情報提供等を行ってきているところである。
　地方公共団体の定員については、既に申し上げたとおり、それぞれの地方公共団体において自主的な改革に取り組むことが肝要ということに尽きるのではないかと考えている。
③ パート労働法は、民間事業主がその雇用する労働者について雇用管理の改善を行うことを目的とするものであり、公務員については、住民や国民の意思である法令、条例に基づいて勤務条件が定められているため、パート労働法の適用は除外されているところである。しかしながら、地方公共団体における臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向も十分に念頭に置くことが必要と考えられ、パート労働法の精神も踏まえる姿勢が大事と考えている。
　最後に、岡本書記長から「さまざまな問題に対する認識は、共有できるものもあると思う。しかし、財政制度を通じた人件費に対する関与は納得できない。特に、国や都道府県人事委員会勧告と異なる年間調整を実施した自治体や、50歳台後半層に対する一律給与削減措置を実施しない自治体に対する特別交付税の減額算定、また、地域手当・住居手当等の支給に係る特別交付税の減額算定については、交付税の中立性を損なうものであることから、厳に行わないでもらいたい」とを強く訴え、交渉を終了した。
以上
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